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第７ 消火設備 

第７－１ 屋内消火栓設備の計算例 
 

１ 想定 

第７―１―１図に示す配管系統を有する屋内消火栓設備の必要な水源の量、ポンプの容 

量を求める。 

 

 

２ 設計計算 

⑴ 水源の量Ｖ（ｍ3）は、危省令第32条第１項第２号の規定により 

Ｖ＝7.8（ｍ3）×３（屋内消火栓設置個数）＝23.4（ｍ3） 

⑵ ポンプの揚水量（ｍ3／min）は、危省令第32条第１項第３号の規定により（屋内消 

火栓の設置個数は３個である。） 

 



第７－１ 屋内消火栓設備の計算例   

7－2 

Ｑ＝260（ℓ／min）×３＝780（ℓ／min）＝0.78（ｍ3／min） 

⑶ ポンプの全揚程Ｈ（ｍ）は次式によって求めることができる。 

Ｈ＝ｈ１＋ｈ２＋ｈ３＋35 

ｈ１：消防用ホースの摩擦損失水頭（ｍ） 

ｈ２：配管の摩擦損失水頭（ｍ） 

ｈ３：落差（ｍ） 

35：放水圧力0.35MPa 

① ｈ１は、第７―１―２図より0.03MPa、よってｈ１＝３ｍである。 

② ｈ２を求める。（配管用炭素鋼鋼管（ＪＩＳ Ｇ3452を使用する）） 

〔配管の摩擦損失計算の基準（昭和51年４月消防庁告示第３号）により求める。〕 

ア ｈ’2（Ａ～Ｂ間）を求める。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

     H = 1.2
Qk1.85

Dk4.87 (
1，k+1”k

100
) 

 

 

     h′2＝1.2
7801.85

10.534.87
(

29.4

100
) 

 

 

 ∴ｈ'2＝0.83ｍ 

 

 

 

 

 

 

配管等 個 数 等価管長 

直管 100Ａ 5.0ｍ 

フート弁 １個 8.7ｍ 

逆止弁 １個 8.7ｍ 

止水弁 １個 0.7ｍ 

クロス １個 6.3ｍ 

合 計         29.4ｍ 
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∴ｈ”2（Ｂ～Ｃ間）を求める。 

配 管 等 個 数 等価管長 

直 管 80Ａ 35.5ｍ 

90°エルボ １個 2.4ｍ 

止 水 弁 １個 0.5ｍ 

合 計            38.4ｍ 

      h”
2

=
2601.85

8.074.87
(

38.4

100
) 

   ∴ｈ”₂＝0.52ｍ 

 

 ｈ'''₂（Ｃ～Ｄ間）を求める。     

配 管 等 個 数 等価管長 

直 管 50Ａ 2.0ｍ 

チーズ １個 3.2ｍ 

90°エルボ １個 1.6ｍ 

開 閉 弁 １個 8.9ｍ 

合 計            15.7ｍ 

   h′′′2＝1.2
2601.85

5.294.87
(

15.7

100
) 

   ∴ｈ’’’₂＝1.66ｍ 

したがって、 

ｈ２＝ｈ’２＋ｈ”２＋ｈ’’’２＝0.83ｍ＋0.52ｍ＋1.66ｍ＝3.01ｍ 

③ ｈ３（落差）を求める。 

想定図よりｈ３＝10.5ｍ 

④ したがって、ポンプの全揚程Ｈ（ｍ）は、 

Ｈ（ｍ）＝３＋3.01＋10.5＋35＝51.51ｍ≒52（ｍ） 

⑷ 所要動力容量Ｐ（ｋｗ） 

Ｐ（ｋｗ）＝
0.163×Q×H

0.65
 

 

Ｐ（ｋｗ）＝
0.163×0.78×52

0.65
 

  

＝10.17（ｋｗ） 



第７－１ 屋内消火栓設備の計算例   

7－4 

 

 



  第７－１ 屋内消火栓設備の計算例 

7－5 

 

配管の摩擦損失計算の基準を定める件（抄） 

昭和 51年４月５日 

消防庁告示第３号 

第１ 趣旨（略） 

第２ 配管の摩擦損失計算 

   配管の摩擦損失計算は、次の算式によるものとする。 

 

  H = ∑ Hn + 5N
n＝1

（流水検知装置を使用しないものにあっては、H = ∑ HnN
n＝1

） 

    
Ｈは、配管の摩擦損失水頭（単位：ｍ） 

  Ｎは、配管の摩擦損失計算に必要なＨｎの数 

  Ｈｎは、次の式により求める配管の大きさの呼びごとの摩擦損失水頭（単位：ｍ） 

 

  Hn = 1.2
QK1.85

DK4.87
(
ℓ
’

K+ℓ
”

K

100
) 

   ＱＫは、大きさの呼びがｋである配管内を流れる水または泡水溶液の流量 

（単位：ℓ／min）の絶対値 

    

Ｄｋは、大きさの呼びがｋである管の基準内径（単位：㎝）の絶対値 

    

   ℓ’ｋは、大きさの呼びがｋの直管の長さの合計（単位：ｍ） 

   ℓ”ｋは、大きさの呼びがｋの管継手及びバルブ類について、当該管継手及びバルブ 

類の大きさの呼びに応じて使用する管の種別ごとに定めた別表第１から別表第３まで 

に定める値により直管相当長さに換算した値の合計（単位：ｍ） 

   ただし、1.2
QK1.85

DK4.87 の値については、管の種別及び大きさの 

      呼びに応じて算出した別図第１から別図第３までに示すそれぞれの流量に対する数値

により求めることができるものであること。 
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別表第１ 配管用炭素鋼鋼管（JIS G3452）に応じた管継手及びバルブ類を使用

する場合 

 

 

  

45°エルボ 0.4 0.5 0.6 0.7 0.9 1.1 1.3 1.5 1.8 2.2 2.9 3.6 4.3 4.8 

90°エルボ 0.8 1.1 1.3 1.6 2.0 2.4 2.8 3.2 3.9 4.7 6.2 7.6 9.2 10.2 

リタンペンド 

（180°） 
2.0 2.6 3.0 3.9 5.0 5.9 6.8 7.7 9.6 11.3 15.0 18.6 22.3 24.8 

チーズ又はクロス 

（分流 90°） 
1.7 2.2 2.5 3.2 4.1 4.9 5.6 6.3 7.9 9.3 12.3 15.3 18.3 20.4 

 45° 

エルボ 
ロング 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.2 1.5 1.8 2.0 

90° 

エルボ 

ショート 0.5 0.6 0.7 0.9 1.1 1.3 1.5 1.7 2.1 2.5 3.3 4.1 4.9 5.4 

ロング 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 1.0 1.1 1.3 1.6 1.9 2.5 3.1 3.7 4.1 

チーズ又はクロス 

（分流 90°） 
1.3 1.6 1.9 2.4 3.1 3.6 4.2 4.7 5.9 7.0 9.2 11.4 13.7 15.3 

 

仕切弁 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 1.0 1.3 1.6 2.0 2.2 

玉形弁 9.2 11.9 13.9 17.0 22.6 26.9 31.0 35.1 43.6 51.7 68.2 84.7 101.5 113.2 

アングル弁 4.6 6.0 7.0 8.9 11.3 13.5 15.6 17.0 21.9 26.0 34.2 42.5 50.9 56.8 

逆止弁 

（スイミング型） 
2.3 3.0 3.5 4.4 5.6 6.7 7.7 8.7 10.9 12.9 17.0 21.1 25.3 28.2 

 

備考（別表第２、第３も同様とする。） 

   １ 単位は、ｍとする。 

   ２ 管継手のうちチーズ及びクロス（口径の異なるものを含む。）を直流で使用するも、ソケット（溶接式のものに

あっては、レジューサとする。）及びプッシュについては、本表を適用することなく、当該大きさの呼び（口径の

異なるものにあっては、当該それぞれの大きさの呼び）に応じた管の呼びの直管として計算するものとする。 
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  別表第２ 圧力配管用炭素鋼鋼管（JIS G3454）Sch40 に応じた管継手及びバルブ類を使用す

る場合 

       大きさの呼び         

種別 
25 32 40 50 65 80 90 100 125 150 200 250 300 350 

 

 

45°エルボ 0.4 0.5 0.6 0.7 0.9 1.1 1.2 1.4 1.8 2.1 2.8 3.5 4.2 4.7 

90°エルボ 0.8 1.1 1.2 1.6 2.0 2.4 2.6 3.1 3.8 4.5 6.0 7.5 9.0 10.0 

リタンペンド 

（180°） 
2.0 2.6 3.0 3.9 4.8 5.7 6.6 7.5 9.3 11.0 14.6 18.2 21.8 24.3 

チーズ又はクロス 

（分流 90） 
1.6 2.1 2.5 3.2 4.0 4.7 5.2 6.1 7.6 9.1 12.0 15.0 18.0 20.0 

 
45° 

エルボ 
ロング 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 0.5 0.6 0.8 0.9 1.2 1.5 1.8 2.0 

90° 

エルボ 

ショート 0.4 0.6 0.7 0. 9 1.1 1.3 1.4 1.6 2.0 2.4 3.2 4.0 4.8 5.3 

ロング 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.1 1.2 1.5 1.8 2.4 3.0 3.6 4.0 

チーズ又はクロス 

（分流 90°） 
1.2 1.6 1.9 2.4 3.0 3.5 3.9 4.6 5.7 6.8 9.0 11.2 13.4 15.0 

バ
ル
ブ
類 

仕切弁 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 1.0 1.3 1.6 2.0 2.2 

玉形弁 9.0 11.8 13.7 17.6 22.0 26.0 29.1 34.0 42.0 50.3 66.6 82.9 99.2 111.0 

アングル弁 4.6 5.9 6.9 8.8 11.0 13.1 14.6 17.1 21.2 25.2 33.4 41.6 49.8 55.7 

逆止弁 

（スイング型） 
2.3 3.0 3.4 4.4 5.5 6.5 7.3 8.5 10.5 12.5 16.6 20.7 24.7 27.7 

 

 

 

 

別表第３ 圧力配管用炭素鋼鋼管（JIS G3454）Sch80 に応じた管継手及びバルブ類を使用す

る場合 

       大きさの呼び         

種別 
25 32 40 50 65 80 90 100 125 150 200 250 300 350 

 
 

45°エルボ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

90°エルボ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

リタンペンド 

（180°） 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

チーズ又はクロス 

（分流 90） 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
45° 

エルボ 
ロング 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.7 0.9 1.2 1.4 1.8 1.9 

90° 

エルボ 

ショート 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.9 2.3 3.1 3.8 4.5 5.1 

ロング 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.0 1.2 1.5 1.7 2.3 2.9 3.4 3.8 

チーズ又はクロス 

（分流 90°） 
1.1 1.5 1.7 2.2 2.8 3.3 3.8 4.4 5.4 6.5 8.6 10.7 12.8 14.3 

バ
ル
ブ
類 

仕切弁 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.8 0.9 1.2 1.5 1.8 2.0 

玉形弁 8.3 11.0 12.8 16.5 20.8 24.6 28.4 32.3 40.2 47.7 63.6 79.0 94.5 105.8 

アングル弁 4.2 5.5 6.4 8.3 10.4 12.4 14.3 16.2 20.2 23.9 31.9 39.6 47.4 53.0 

逆止弁 

（スイング型） 
2.1 2.7 3.2 4.1 5.2 6.1 7.1 8.1 10.0 11.9 15.0 19.7 23.6 26.4 

 

管 
 

継 
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接
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ね
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込
み
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第７－２ スプリンクラー設備の計算例 

 

１ 想定 

第７－２－１図に示す配管系統を有するスプリンクラー設備の水源の量、ポンプの容量 

を求める。 

 

２ 計算要領 

⑴ ポンプの全揚程Ｈは、次式から求める。 

Ｈ＝ｈ１＋ｈ２＋10＋５ 

ｈ１：配管の摩擦損失水頭（ｍ） 

ｈ２：落差（ｍ） 

10 ：ヘッドの放水圧力の換算水頭（ｍ） 

５ ：流水検知装置の摩擦損失水頭（ｍ） 

⑵ 配管の摩擦損失水頭ｈ１は、配管の摩擦損失計算の基準（昭51.４ 消防庁告示第３号） 

によるほか、次のいずれかの方法により求める。 

① 実高、配管の摩擦損失水頭等の影響による放水圧力の増加に伴う放水量の増加を求

め、摩擦損失計算を行う方法 

② 各ヘッドからの放水量を80ℓ／minとして配管の摩擦損失水頭を求めた値に、第７－

２－１表の左欄に掲げる当該ヘッドの個数に応じた同表右欄の水頭を加えた値とし、

更に、当該ヘッドの個数以後の配管の摩擦損失計算は、第７－２－２表の左欄に掲げ

るヘッドの個数に応じたポンプの吐出量を流水量として行う方法 

この場合、配管等の口径と取り付けるヘッドの関係は、第７－２－３表によること。 
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       第７－２－１表           第７－２－２表 

 

第７－２－３表 

ヘッドの合計個数 ２個以下 ３個以下 ５個以下 10個以下 20個以下 30個以下 

配管の呼径 25Ａ以上 32Ａ以上 40Ａ以上 50Ａ以上 65Ａ以上 80Ａ以上 

（配水管に取り付けるヘッドの個数は、配水本管の片側５個を限度とする。） 

 

３ 設計計算 

⑴ 水源の量 

スプリンクラーヘッドは、開放型のものを20個設ける。 

水源の量は、Ｖ＝2.4×20＝48（㎥） 

⑵ 所要動力容量 

所要動力容量Ｐは次式から求めることができる。 

   P =
0.163×Q×H

E
 

① ポンプ効率Ｅは0.65のものを用いる。 

② 揚水量は、第７－２－２表よりＱ＝1.8（㎥／min） 

③ 全揚程Ｈを求める。 

 

配管の摩擦損失計算は、資料編第７－２．２⑵②の方法により求め、その結果は、 

次表のとおりである。 

区 間 管 径 等価管長 流水量（ℓ／min） 損失水頭（ｍ） 

Ａ～Ｂ 25Ａ 5.7 80 1.62 

Ｂ～Ｃ 25Ａ 4.9 160 5.01 

Ｃ～Ｄ 32Ａ 3.0 240 1.85 

Ｄ～Ｅ 40Ａ 7.4 400 5.59 

Ｅ～Ｆ 50Ａ 5.8 800 4.90 

Ｆ～Ｇ 65Ａ 6.7 1200 3.55 

Ｇ～Ｈ 80Ａ 40.3 1800 19.51 

Ｈ～Ｉ 100Ａ 28.3 1800 3.75 

計  45.78 

 

ヘッドの個数 水頭（ｍ）  ヘッドの個数 ポンプの吐出量（ℓ／min） 

10 ４ 10以下 900以上 

20 ６ 10を超え20以下 1800以上 

30 ８ 20を超える 2700以上 
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したがって配管の摩擦損失水頭ｈ１は、上表の結果に第７－２－１表より６（ｍ） 

を加算すると 

ｈ１＝45.78＋６＝51.78（ｍ） 

落差による水頭ｈ１は、 

ｈ１＝２＋４＋１＝７（ｍ） 

よって全揚程Ｈは、 

Ｈ＝51.78＋７＋10＋５＝73.78（ｍ） 

④ 所要動力容量Ｐは 

P =
0.163 × 1.8 × 73.78

0.65
 

      ＝33.30（ｋｗ） 
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第７－３ 泡消火設備の計算例 

 

１ 想定 

第７－３－１図に示す配管系統を有する泡消火設備（固定泡放出方式）の、泡原液量、 

ポンプ容量を求める。 

施設区分：屋外タンク貯蔵所 

タンクの構造:固定屋根構造 

容      量：500（kℓ） 

直      径：10.68（ｍ） 

高      さ：６.10（ｍ） 

液表面積  ：89.58（㎡） 

貯蔵危険物：第一石油類（ガソリン） 

 

 

２ 設計計算 

⑴ タンク固定泡放出口の型式（Ⅱ型）と取付個数 

タンクの直径が10.68ｍであることから、製造所等の泡消火設備の技術上の基準の細目

を定める告示（平成23年総務省告示第559号）別表第一より放出口はⅡ型の場合、２個以

上となる。放出率は同告示別表第二から２個の放出口のうち、一方を有効に放出するよ

うに設けることにより、放出率は、４ℓ／㎡・minとする。 

⑵ 泡原液量等 

① タンクに対する泡水溶液量 

Ｑ＝Ａ×Ｆ 

Ｑ：泡水溶液量（ℓ） 

Ａ：液表面積（㎡） 
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Ｆ：泡放出口の泡水溶液量（ℓ／㎡） 

同告示別表第二より 

Ｑ＝89.58（㎡）×220（ℓ／㎡） 

≒19,707.6（ℓ）である。 

② 泡原液量 

ア タンクに対する必要量 

Ｑ’＝Ｑ×γ 

Ｑ：泡水溶液量（ℓ） 

γ：泡原液の混合比＝0.06（６％型使用）（参考 他に３％型がある） 

Ｑ’＝19,707.6（ℓ）×0.06 

≒1182.456（ℓ） 

イ 補助泡消火栓に対する必要量（Ｑ”） 

Ｑ”＝ｑ×Ｓ×Ｎ×γ 

ｑ：最小放射量（ℓ／min） 

Ｓ：最小放出時間（min） 

Ｎ：消火栓ホース取付個数 

ｑ＝400（ℓ／min） 

Ｓ＝20（min） 

Ｎ＝１個 

よって、 

Ｑ”＝400（ℓ／min）×20（min）×１個×0.06 

＝480（ℓ） 

ウ タンクの固定泡放出口までの配管内をみたすに必要な量（Ｑ'''） 

  Ｑ'''＝ 
𝜋

4
ｄ2×Ｌ×γ×1000 

   ｄ：配管内径＝0.105（ｍ） 

   Ｌ：配管総延長＝65（ｍ） 

  ≒34（ℓ） 

エ 合計泡原液量 

  Ｑ＋Ｑ”＋Ｑ'''＝1182＋480＋34＝1696（ℓ） 

③ 水源量 

泡水源量は６％型を使用することから、必要な水源量は次のようになる。 

泡原液量×
0.94

0.06
＝1696×

0.94

0.06
≒26,570.7（ℓ） 

       ≒26.6（㎥） 

⑶ 配管の摩擦損失計算（第７－３－１図による。） 

① 高低による損失水頭 
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タンクの上部までの高さ＋吸水管の長さ 

６ｍ＋２ｍ＝８ｍ 

② 配管による損失水頭 

使用する配管等は圧力配管用炭素鋼鋼管Sch40とし、溶接式によるものとしたⒶ－Ⓑ

間の摩擦損失水頭は、第７－１（屋内消火栓設備の計算例）、別表第２より 

配 管 等 口 径 等価管長 

直  管 150Ａ 3.0ｍ 

90°エルボ（ショート） 150Ａ 2.4ｍ 

逆 止 弁 150Ａ 12.5ｍ 

合 計               17.9ｍ 

 

    89.58㎡×４ℓ／㎡・min≒360ℓ／min（固定泡放出口） 

                400ℓ／min（補助泡消火栓） 

            合計  760／min 

    

固定泡放出口及び補助泡消火栓の必要放出量（760ℓ／min）よりⒶ－Ⓑの流量を 1,000 

（ℓ／min）とする。 

次に配管の大きさの呼びごとの摩擦損失水頭式の係数を資料編第７－２（屋内消火栓 

設備の計算例）別図第２により求める。 

   流量 1,000／minにおける配管 150Ａの摩擦損失水頭の係数Ｋは別図により 0.8ｍある。 

よって、下式により摩擦損失水頭を求める。 

   Hr = k [
ℓ

′
k+ℓ

”
k

100
] 

   Ｈｒ：配管の大きさ呼びごとの摩擦損失水頭 

   ℓ'ｋ：大きさの呼びがｋである直管の長さの合計（ｍ） 

   ℓ”ｋ：大きさの呼びがｋの管継手及びバルブ類については別表により直管相当の長さ

に換算した値の合計（ｍ） 

  

 上式に数値を代入すると 

  ＨｒＡＢ＝ 0.8 (
3+14.9

100
) 

     ＨｒＡＢ≒0.14（ｍ） 
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 同様にしてⒷ－Ⓒ間の摩擦損失水頭は、流量を 1,000ℓ／minとすると 

配 管 等 口 径 等価管長 

直管 100Ａ 29.0ｍ 

仕切弁（３個） 100Ａ 2.1ｍ 

逆止弁（１個） 100Ａ 8.5ｍ 

ストレーナ（１個） 100Ａ 3.4ｍ 

フレキシブルジョイント 100Ａ 1.0ｍ 

合 計                  44.0ｍ 

係数は 5.5したがってＨｒＢＣ＝5.5×0.44 

             ≒2.5（ｍ） 

 

 

Ⓒ－Ⓓ間については、流量を 400ℓ／minとすると 

配 管 等 口 径 等価管長 

直管 80Ａ 19.0ｍ 

チーズ 80Ａ 3.5ｍ 

レジューサ（100A－80A） 80Ａ 0.5ｍ 

90°エルボ 80Ａ 0.9ｍ 

仕切弁 80Ａ 0.5ｍ 

フレキシブルジョイント 80Ａ 1.0ｍ 

合 計                  25.4ｍ 

係数は４であるのでＨｒＣＤ＝４×0.25＝1.04（ｍ） 

 

 

Ⓒ－Ⓔ間については、流量を 400ℓ／minとすると 

配 管 等 口 径 等価管長 

直管 80Ａ 21.0ｍ 

90°エルボ（２個） 80Ａ 1.8ｍ 

仕切弁 80Ａ 0.5ｍ 

ホース 65 ㎜ ２本 0.3kgf／㎠ 

合 計                  23.3ｍ 

係数は４であるのでＨｒＣＥ＝４×0.23＋3.0 

＝3.92≒3.9 
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Ⓒ－Ⓕ間については、流量を 400ℓ／minとすると 

配 管 等 口 径 等価管長 

直管 80Ａ 35.0ｍ 

90°エルボ（２個） 80Ａ 1.8ｍ 

チーズ 80Ａ 3.5ｍ 

レジューサ（100A－80B） 80Ａ 0.5ｍ 

仕切弁 80Ａ 0.5ｍ 

フレキシブルジョイント 80Ａ 1.0ｍ 

合 計                  42.3ｍ 

係数は４であるのでＨｒＣＦ＝４×0.42≒1.7（ｍ） 

配管による損失水頭についてⒸⒸ-Ⓓ間、Ⓒ-Ⓔ間とⒸ-Ⓕ間を検討すると、Ⓒ－Ⓔ間が最大

となるため、Ⓒ－Ⓔ間の値で計算する。 

以上により配管の摩擦損失水頭Ｈｒは、6.6ｍとなる。 

Ｈｒ＝ＨｒＡＢ＋ＨｒＢＣ＋ＨｒＣＥ 

＝0.14＋2.5＋3.9 

＝6.54 

≒6.6ｍ 

⑷ ポンプの全揚程 

① 配管の摩擦損失水頭は、6.6ｍ 

② 吸水側における摩擦損失水頭は、５ｍとする。 

③ 混合器における摩擦損失水頭は、７ｍとする。 

④ 固定泡放出口における水頭 

    吐出圧力（水頭）  3.5（kgf／㎠）＝35（ｍ） 

    立上り静水頭             8（ｍ） 

                 合計   43（ｍ） 

したがって、総揚程は 

6.6＋５＋７＋43＝61.6（ｍ） 

また、総吐出量は、760ℓ／minであることから、次の性能を有するポンプが必要とな

る。 

定格吐出量～0.76 ㎥／min 以上 

全  揚  程～61.6ｍ以上 

⑸ 所要動力要領 

  P(kw) =
0.163×Q×H

E
 

Ｑ：定格吐出量：0.76（㎥／min） 

    Ｈ：全 揚 程：61.6（ｍ） 

    Ｅ：定格吐出量時のポンプ効率（0.7） 
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P(kw) =
0.163 × 0.76 × 61.6

0.7
 

 

≒10.9（ｋｗ） 

したがって、10.9kw 以上の容量が必要である。 
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第７－４ 二酸化炭素消火設備の計算例 

 

１ 全域放出方式（高圧式）に関する想定 

施設区分  ：屋内貯蔵所 

貯蔵危険物：第四類第１石油類（トルエン） 

設備方式  ：全域放出方式 

床 面 積  ：9.0×15.0＝135.0（㎡） 

階 高     ：6.0（ｍ） 

防護容積  ：135.0×6.0＝810.0（㎥） 

開口部面積：2.0（㎡）（自動閉鎖装置付） 

配管系統  ：圧力配管用炭素鋼鋼管 Sch80（ＪＩＳ Ｇ3454） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 二酸化炭素所要量（Ｑｏ）及び消火剤の本数 

   Ｑｏ＝（Ｖ×ｗ＋ａ）×ｃ 

      Ｖ＝防護区画の容積＝810.0㎥ 

      ｗ＝防護区画の容積に応じた二酸化炭素の量＝0.8㎏／㎥ 

      ａ＝自動閉鎖装置がない開口部の付加量 

       ＝開口面積×5.0（㎏／㎡）＝0.0×5.0 

       ＝0.0㎏ 

      ｃ＝取扱う危険物による係数＝1.0 

よって、Ｑ０＝（810.0×0.8＋０）×1.0 

＝648≒650㎏ 

 

Ô Ô Ô Ô Ô 

Ａ 

Ｄ 

Ｆ 

Ｅ 

Ｃ 

Ｂ 

Ｇ 

Ｉ 

Ｊ 

Ｈ 

Ｋ 

Ｍ 

Ｌ 

Ｎ 

Ｏ 

Ｑ 

Ｐ 

Ｒ 

Ｓ 

二酸化炭素（45㎏／68ℓ） 

Ａ～Ｃ：管径（呼び径）50Ａ 

Ｃ～Ｇ、Ｃ～Ｋ：管径（呼び径）40Ａ 

ノズル管径：（呼び径）20Ａ 

落差：3.5ｍ 

第７－４－１図 想定図 
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必要消火剤量       ：650.0（㎏） 

貯蔵容器の内部体積 ：68.0（ℓ） 

充填消火剤量       ：45.0（㎏） 

充填比φ           ：1.51 

放出貯蔵容器本数   ：15本（650.0／45.0＝14.5） 

放出消火剤量    ：675.0（㎏）（45.0×15＝675.0） 

 

⑵ 配管内の二酸化炭素の流量、管径、管長及び圧力の関係 

二酸化炭素消火設備（高圧式）の消火剤放出時の圧力損失計算は、次の式による。 

   △ P(P2) = ∑ △ Pｎ

N

n=1
(P2)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・①式 

 

   △ P(P2)：設計時貯蔵容器等内圧力がＰ2時の圧力損失 

     Ｎ：圧力損失計算に必要な△Ｐｎの数 

     Ｐ2：設計時貯蔵容器等内圧力で次式により算出すること。 

   P2 = K1(𝛷) − K2(𝛷)
Vp

2W
γ − K3(𝛷) (

Vp

2W
γ)2 ・・・・・・・・・・・・・・②式 

Ｋ1（φ）：消火剤の充填比φに応じた圧力係数 

Ｋ2（φ）：消火剤の充填比φに応じた圧力係数 

Ｋ3（φ）：消火剤の充填比φに応じた圧力係数 

    ｗ：消火剤総量（㎏） 

        Ｖｐ：配管内体積（ℓ） 

         𝛾：配管内平均比重量（㎏／ℓ）で次式により算出する。 

     γ = K𝛷(P2)Pn ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・③式 

       

Ｋφ(Ｐ2）：充填比φ及び設計時貯蔵容器等内圧力Ｐ2に応じた係数 

        Ｐｎ：噴射ヘッド位置圧力 

     △Ｐｎ(Ｐ2)：設計時貯蔵容器等内圧力がＰ2の時のｎ区間の圧力損失で次式により

算出する。 

     △ Ｐ
ｎ

(Ｐ
2

) = K(Φ) △Ｙ
ｎ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・④式 

     Ｋ（φ）：消火剤貯蔵容器の充填比φに応じた係数 

      △Ｙｎ：ｎ区間部分の圧力損失に応じた数量の変化分で次式により算出する。 

   △Ｙ
ｎ

=△Ｙ
ｎ
′+ Ｂ

ｄ
(Ｚ (△Ｙ

ｎ
′) − Ｚ

ｎ−1
)Ｑ

2
 ・・・・・・・・・・・⑤式 

      △Ｙｎ'：ｎ区間部分の圧力損失に応じた数値（Ｙｎ）の変化分の値で次式により

算出する。 
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   △Ｙ
ｎ

′ = Ａ
ｄ
ＬＱ

2
+
ｒ

2
Ｌ
ｈ

10
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑥式 

       Ａｄ：ｎ区間部分の配管の大きさの呼びに応じた数値 

        Ｌ：ｎ区間部分の等価管長（ｍ） 

        Ｑ：ｎ区間部分の消火剤流量（㎏／sec） 

       Ｂｄ：ｎ区間部分の配管の大きさ呼びに応じた数値 

Ｚ（△Ｙｎ'）：ｎ区間部分の終端点における圧力が△Ｙ'ｎに相当する数値 

    Ｚｎ-1：ｎ区間部分の出発点の圧力に相当する数値 

        γ：配管立ち上り基部の消火剤比重量 

       Ｌｈ：配管立上り部の長さ（ｍ） 

 

ただし、各式における値のうちＰ２、ΔＰ（Ｐ２）、γ、Ｚ（ΔＹｎ’）、Ｚｎ－１、Ａｄ、

Ｂｄ、Ｌについては、それぞれ次により求めることができる。 

① ②式中Ｐ２の値については、充填比φごとに第７－４－２図に示す（Ｐ２－Ｐｎ） 

    及び
Ｖｐ

２Ｗ
 に対する値 

② ④式中のΔＰｎ（Ｐ２）の値については、充填比φごとに第７－４－３図に示す。 

  AdLQ2 + Bd(Z(△ Yn′) − Zn−1)Q2 +
γ2Ｌ

ｈ

10
 に対する値 

③ ⑤式中のＺ（ΔＹｎ’）及びＺｎ－１の値については、第７－４－４図に示す充填比φ

に応じたｎ区間の終端点及び出発点の圧力Ｐ（ΔＹｎ’）及びＰｎ－１に対する値 

④ ⑥式中γの値については、第７－４－５図に示す充填比φに応じた配管立上り基部 

の圧力Ｐに対する値 

⑤ ⑤式中及び⑥式中のＡｄ及びＢｄの値については、第７－４－３表に示す数値 

⑥ ⑥式中Ｌの値については、第７－４－５表に示す数値 
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⑶ 配管区間ごとの等価管長、消火剤流量 

第７－４－１表 配管区間ごとの等価管長等 

区
間
番
号 

始
点
番
号 

終
点
番
号 

配
管
系
Ａ 

直管長 

 ｍ 

継手等 

等価管長 

 ｍ 

総管長 

 ｍ 

流量 

㎏/ｓ 

管継手等個数・消火剤量 
立上り 

高さ 

ｍ 

ヘッド

の有無 

○＝有 

薬剤量㎏ エルボ

（45） 

エルボ

（90） 

ティー

（直） 

ティー

（分） 

ユニオン

フランジ

閉止弁 

選択弁 

0 ― Ａ 15 0.00 4.00 4.00 0.72         45 

1 Ａ Ｂ 50 2.45 0.00 2.54 10.83 0 0 0 0 0 0 0.0  650.00 

2 Ｂ Ｃ 50 12.20 13.50 25.70 10.83 0 4 0 1 1 0 3.5  650.00 

3 Ｃ Ｄ 40 8.05 2.50 11.00 5.42 0 1 1 0 0 0 0.0  325.00 

4 Ｄ Ｅ 40 5.00 0.00 5.00 4.06 0 0 1 0 0 0 0.0  243.75 

5 Ｅ Ｆ 40 5.00 0.00 5.00 2.71 0 0 1 0 0 0 0.0  162.50 

6 Ｆ Ｇ 40 5.00 0.00 5.00 1.35 0 0 1 0 0 0 0.0  81.25 

7 Ｇ Ｈ 40 0.50 3.10 3.00 5.42 0 0 0 1 0 0 0.0  325.00 

8 Ｈ Ｉ 40 5.00 0.00 5.00 4.06 0 0 1 0 0 0 0.0  243.75 

9 Ｉ Ｊ 40 5.00 0.00 5.00 2.71 0 0 1 0 0 0 0.0  162.50 

10 Ｊ Ｋ 40 5.00 0.00 5.00 1.35 0 0 1 0 0 0 0.0  81.25 

11 Ｄ Ｌ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

12 Ｅ Ｍ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

13 Ｆ Ｎ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

14 Ｇ Ｏ 20 0.10 2.00 2.10 1.35 0 1 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

15 Ｈ Ｐ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

16 Ｉ Ｑ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

17 Ｊ Ｒ 20 0.10 1.30 1.04 1.35 0 0 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

18 Ｋ Ｓ 20 0.10 2.00 2.10 1.35 0 1 0 1 0 0 0.0 ○ 81.25 

 

⑷ 計算 

① Ｖｐ／２Ｗの計算 

Ｖｐは、使用配管から73.78ℓ 

50Ａ×14.74（ｍ） 

40Ａ×39.0 

20A×0.8

Vp＝ 73.78ℓ
 

② Ｐ２－Ｐｎの仮定 

４㎏／㎠と仮定する。仮定にあたっては、各計算区間のＡｄＬＱ２を合計しＣＡＯ線

図(Ⅱ)からＰ２－Ｐｎを試算する。（ΣＡｄＬＱ２＝3.082をＣＡＯ線図（Ⅱ）中の位置

からＰ２－Ｐｎを読み取る。） 

③ Ｐ２の決定 

ＣＡＯ線図（Ⅰ）φ＝1.5においてＶｐ／２Ｗ＝0.055の曲線とイで仮定したＰ２－Ｐ

曲線の交点から読み取った47.3㎏／㎠をＰ２として決定する。 

④ Ｂｄ（Ｚ２－Ｚ１）Ｑ２等の計算 

各計算区間ごとのＢｄ（Ｚ２－Ｚ１）Ｑ２を計算する。 

当該計算区間でＬｈを有する場合は、γ２Ｌｈ／10を計算する。 

Ｖｐ／２Ｗ＝73.78／（２×650）＝0.055 
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 （各区間ごとのＺ２及びＺ１は、第７－４－４図により、γは第７－４－５図により

求める。） 

⑤ 圧力の決定 

各計算区間ごとの終端圧力は、当該計算区間ごとのＡｄＬＱ２、Ｂｄ（Ｚ２－Ｚ１） 

Ｑ２及びγ２Ｌｈ／10の和よりＣＡＯ線図（Ⅱ）から読み取る。 

※  ④及び⑤は、各計算区間ごとに計算等する。 

⑥ 噴射ヘッドの噴口面積の計算 

噴口面積は、第７－４－６図からノズル圧力Ｐｎに相当する流率Ｑａ（㎏／sec・㎠）

を読み取り消火剤流量Ｑを除する。 

０点の圧力（ノズル圧力Ｐｎ＝42.4）により、第７－４－６図からＱａ＝3.335を読

み取る。 

  ０点のノズル噴口面積＝ 
1.35

3.335
 ＝0.406㎠ 

 

 

第７－４－２表 配管区間ごとの圧力 

区
間
番
号 

始
点
番
号 

終
点
番
号 

配
管
系
Ａ 

総管長    

ｍ 

流量 

㎏/ｓ 
AdLQ  △Ｙｈ 

終点 圧力 流率 等価噴口

面積 

㎠ Ｙ Ｚ Kgf/㎠ ㎏/ｓ/㎠ 

0 ― Ａ 15 4.00 0.72 0.670 0.003 0.000 1.334 0.092 46.3   

1 Ａ Ｂ 50 2.54 10.83 0.128 0.004 0.000 1.467 0.130 46.1   

2 Ｂ Ｃ 50 25.70 10.83 1.296 0.043 0.199 3.006 0.223 44.0   

3 Ｃ Ｄ 40 11.00 5.42 0.524 0.011 0.000 3.540 0.269 43.2   

4 Ｄ Ｅ 40 5.00 4.06 0.158 0.002 0.000 3.700 0.286 42.9   

5 Ｅ Ｆ 40 5.00 2.71 0.070 0 0.000 3.770 0.292 42.8   

6 Ｆ Ｇ 40 5.00 1.35 0.017 0 0.000 3.788 0.303 42.6   

7 Ｇ Ｈ 40 3.00 5.42 0.171 0.004 0.000 3.181 0.240 43.7   

8 Ｈ Ｉ 40 5.00 4.06 0.158 0.002 0.000 3.340 0.251 43.5   

9 Ｉ Ｊ 40 5.00 2.71 0.070 0.001 0.000 3.411 0.257 43.4   

10 Ｊ Ｋ 40 5.00 1.35 0.017 0 0.000 3.429 0.263 43.3   

11 Ｄ Ｌ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.691 0.286 42.9 3.435 0.394 

12 Ｅ Ｍ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.850 0.297 42.7 3.394 0.399 

13 Ｆ Ｎ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.920 0.303 42.6 3.374 0.401 

14 Ｇ Ｏ 20 2.10 1.35 0.219 0.004 0.000 4.011 0.315 42.4 3.335 0.406 

15 Ｈ Ｐ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.331 0.251 43.5 3.567 0.380 

16 Ｉ Ｑ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.491 0.269 43.2 3.499 0.387 

17 Ｊ Ｒ 20 1.40 1.35 0.146 0.004 0.000 3.562 0.274 43.1 3.477 0.389 

18 Ｋ Ｓ 20 2.10 1.35 0.219 0.004 0.000 3.653 0.280 43.0 3.455 0.392 
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第７－４－３表 Ａｄ、Ｂｄの値 

 

 圧力配管用炭素鋼鋼管 

Ｓｃｈ40 Ｓｃｈ80 

呼び径 Ａｄ Ｂｄ Ａｄ Ｂｄ 

15Ａ 0.151 0.271 0.281 0.435 

20Ａ 0.343×10-1 0.867×10-1 0.572×10-1 0.128 

25Ａ 0.980×10-2 0.332×10-1 0.152×10-1 0.465×10-1 

32Ａ 0.244×10-2 0.114×10-1 0.363×10-2 0.155×10-1 

40Ａ 0.112×10-2 0.631×10-2 0.162×10-2 0.836×10-2 

50Ａ 0.310×10-3 0.236×10-2 0.430×10-3 0.303×10-2 

65Ａ 0.966×10-4 0.964×10-3 0.130×10-3 0.121×10-2 

80Ａ 0.398×10-4 0.489×10-3 0.531×10-4 0.610×10-3 

90Ａ 0.188×10-4 0.275×10-3 0.250×10-4 0.342×10-3 

100Ａ 0.973×10-5 0.166×10-3 0.128×10-4 0.205×10-3 

125Ａ 0.320×10-5 0.708×10-4 0.409×10-5 0.854×10-4 

150Ａ 0.127×10-5 0.350×10-4 0.168×10-5 0.432×10-4 
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第７－４－４表 Ｓｃｈ40 を使用する場合の直管相当長さ 

 

   

 

第７－４－５表 Ｓｃｈ80 を使用する場合の直管相当長さ 

    

呼び径 

種別 
15 20 25 32 40 50 65 80 90 100 125 150 

管 
 

継 
 

手 

ね
じ
込
み
式 

45°エルボ 0.2 0.3 0.4 0.6 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.8 3.5 

90°エルボ 0.5 0.7 1.0 1.4 1.6 2.2 3.0 3.7 4.4 5.1 6.6 8.2 

ティー（直） 0.3 0.4 0.6 0.8 0.9 1.3 1.7 2.1 2.5 2.9 3.8 4.7 

ティー（分） 0.9 1.3 1.8 2.5 3.1 4.2 5.5 6.8 8.1 9.5 12.3 15.2 

ユニオン・フランジ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.1 1.4 1.8 

溶 

接 

式 

45°エルボ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.1 1.4 1.8 

90°エルボ 0.2 0.2 0.5 0.7 0.8 1.1 1.5 1.8 2.2 2.5 3.3 4.1 

ティー（直） 0.2 0.3 0.4 0.6 0.7 1.0 1.3 1.6 1.9 2.2 2.8 3.5 

ティー（分） 0.7 1.0 1.4 1.9 2.3 3.2 4.2 5.2 6.2 7.3 9.5 11.7 

ユニオン・フランジ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.1 1.4 1.8 

呼び径 

種別 
15 20 25 32 40 50 65 80 90 100 125 150 

管 
 

継 
 

手 

ね
じ
込
み
式 

45°エルボ 0.2 0.3 0.5 0.6 0.8 1.0 1.4 1.7 2.0 2.3 3.0 3.7 

90°エルボ 0.6 0.8 1.1 1.5 1.8 2.4 3.2 3.9 4.7 5.4 7.0 8.7 

ティー（直） 0.3 0.5 0.6 0.9 1.0 1.4 1.8 2.2 2.7 3.1 4.0 5.0 

ティー（分） 1.1 1.5 2.0 2.8 3.3 4.5 5.9 7.3 8.6 10.1 13.1 16.2 

ユニオン・フランジ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.2 1.5 1.9 

溶 

接 

式 

45°エルボ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.2 1.5 1.9 

90°エルボ 0.3 0.4 0.5 0.7 0.9 1.2 1.6 2.0 2.3 2.7 3.5 4.4 

ティー（直） 0.2 0.3 0.5 0.6 0.8 1.0 1.4 1.7 2.0 2.3 3.0 3.7 

ティー（分） 0.8 1.1 1.5 2.1 2.6 3.5 4.5 5.6 6.7 7.8 10.1 12.5 

ユニオン・フランジ 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.2 1.5 1.9 

圧力配管用炭素鋼鋼管（ＪＩＳ Ｇ3454） （単位：ｍ） 

圧力配管用炭素鋼鋼管（ＪＩＳ Ｇ3454） （単位：ｍ） 
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２ 局所放出方式（高圧式：貯蔵圧力約53kgf／㎠、容積方式）で固定側壁でない場合の計 

算例 

 

 

（なお、圧力損失計算にあっては、全域放出方式と同様であるので、省略する。） 

 

⑴ 防護対象物の容積（Ｖ） 

Ｖ＝（1.5＋0.6）×（２＋0.6×２）×（１＋0.6×２） 

＝2.1×3.2×2.2 

＝14.78≒15（㎥） 

なお、サービスタンク、ボイラーのバーナー等については、第７－４－８図及び第７

－４－９図の方法等によって求める。 
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⑵ 消火剤所要量（Ｑ０） 

    Q0 = V × (8 − 6 ×
a

A
) × α × β 

  ここで、Ｖ＝防護対象物の容積＝15㎥ 

ａ＝防護空間の周囲に実際に設けられた固定側壁の面積 

＝０ 

Ａ＝防護空間の全周の側面積 

＝｛（２＋0.6×２）＋（１＋0.6×２）｝×２×（1.5＋0.6） 

＝22.68㎡ 

α＝取扱う危険物による係数（＝1.0：灯油） 

β＝消火剤容器による係数（高圧式＝1.4、低圧式＝1.1） 

よって、 

Ｑ０＝15×（８－６×０／22.68）×1.0×1.4＝168㎏ 
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第７－５ ハロゲン化物消火設備の計算例 

 

１ 全域放出方式（高圧式）に関する想定 

施設区分  ：屋内貯蔵所（トルエン） 

設備方式  ：全域放出方式 

床 面 積  ：9.0×15.0＝135.0（㎡） 

階    高  ：6.0（ｍ） 

防護容積  ：135.0×6.0＝810.0（㎥） 

開口部面積：2.0（㎡）（自動閉鎖装置付） 

配管系統  ：圧力配管用炭素鋼鋼管Ｓch80（ＪＩＳ Ｇ3454） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ ハロン消火剤必要量（Ｑ０）及び消火剤の本数 

Ｑ０＝（Ｖ×ｗ＋ａ）×ｃ 

ここでＶ＝防護区画の容積＝810.0㎥ 

ｗ＝防護区画の容積に応じた消火剤の量＝0.32㎏／㎥ 

ａ＝自動閉鎖装置がない開口部の付加量 

＝開口面積×2.4（㎏／㎡）＝0.0×2.4 

＝０㎏ 

ｃ＝取扱う危険物による係数＝1.0 

よって、Ｑ０＝（810.0×0.32＋０）×1.0 

＝259≒260㎏ 

 

Ｄ Ｈ Ｌ 
Ｐ 

Ｃ 

Ô Ô Ô Ô Ô 

Ｂ Ａ Ｆ 

Ｅ 

Ｇ 

Ｉ 

Ｊ 

Ｋ 

Ｏ 

Ｎ 

Ｍ Ｑ 

Ｒ 

Ｓ 

ハロン 1301（68㎏／68ℓ） 

Ａ～Ｃ：管径（呼び径）50Ａ 

Ｃ～Ｇ、Ｃ～Ｋ：管径（呼び径）40Ａ 

ノズル管径：（呼び径）20Ａ 

落差：3.5ｍ 

第７－５－１図 想定図 
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必要消火剤量      ：260.0（㎏） 

貯蔵容器の内部体積：68.0（ℓ） 

充填消火剤量      ：68.0（㎏） 

充填比φ          ：1.00 

放出貯蔵容器本数  ：４本（260.0／68.0＝3.82） 

放出消火剤量      ：272.0（㎏）（68.0×４＝272.0） 

圧力損失計算は、二酸化炭素消火設備と同じであるので、以下結果のみを記す。 

⑵ 計算 

① Ｖｐ／２Ｗの計算 

Ｖｐは、使用配管から73.78ℓ 

50Ａ×14.74（ｍ） 

40Ａ×39.0 

20A × 0.8

Vp＝73.78ℓ
 

② Ｐ２－Ｐｎの仮定 

４㎏／㎠と仮定する。仮定にあたっては、各計算区間のＡｄＬＱ２を合計しＣＡＯ線

図（Ⅱ）からＰ２－Ｐｎを試算する。（ΣＡｄＬＱ２＝7.631をＣＡＯ線図（Ⅱ）の中の

位置からＰ２－Ｐｎを読み取る。） 

③ Ｐ２の決定 

ＣＡＯ線図（Ⅰ）φ＝1.0においてＶｐ／２Ｗ＝0.14の曲線と②で仮定したＰ２－Ｐ

曲線の交点から読み取った28.4㎏／㎠をＰ２として決定する。 

④ Ｂｄ（Ｚ２－Ｚ１）Ｑ２等の計算 

各計算区間ごとのＢｄ（Ｚ２－Ｚ１）Ｑ２を計算する。 

当該計算区間でＬｈを有する場合は、γ２Ｌｈ／10を計算する。 

（各区間ごとのＺ２及びＺ１は、第７－５－４図により、γは第７－５－５図により求 

める。） 

⑤ 圧力の決定 

各計算区間ごとの終端圧力は、当該計算区間ごとのＡｄＬＱ２、Ｂｄ（Ｚ２－Ｚ１） 

Ｑ２及びγ２Ｌｈ／10の和よりＣＡＯ線図（Ⅱ）から読み取る。 

※エ及びオは、各計算区間ごとに計算する。 

⑥ 噴射ヘッドの噴口面積の計算 

噴口面積は、第７－５－６図からノズル圧力Ｐｎに相当する流率Ｑａ（㎏／sec・ 

㎠）を読み取り消火剤流量Ｑを除する。 

Ｏ点の圧力（ノズル圧力Ｐｎ＝21.1）により、第７－５－６図からＱａ＝2.92を 

読み取る。 

Ｏ点のノズル噴口面積＝ 
1.08

2.92
 =0.37㎠ 

Ｖｐ／２Ｗ＝73.78／（２×272）＝0.135≒0.14 
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第７－５－１表 ハロゲン化物消火設備の計算結果 

区
間
番
号 

始
点
番
号 

終
点
番
号 

配
管
径
Ａ 

総管長 

〔ｍ〕 

流量 

〔㎏/ｓ〕 
ＡｄＬＱ2 

Ｂｄ（Ｚ2－Ｚ1）

Ｑ2 
△Ｙｂ 

終 点 
圧力 

〔㎏/㎠〕 

流率 

〔㎏/ｓ・㎠〕 

等価噴

口面積

〔㎠〕 Ｙ Ｚ 

0 － Ａ 15 4.00 2.17 6.087 0.398 0.000 11.342 0.320 23.09   

1 Ａ Ｂ 50 2.54 8.67 0.082 0.009 0.000 11.434 0.340 23.01   

2 Ｂ Ｃ 50 25.70 8.67 0.831 0.096 0.397 12.758 0.400 21.74   

3 Ｃ Ｄ 40 11.00 4.33 0.334 0.002 0.000 13.095 0.410 21.41   

4 Ｄ Ｅ 40 5.00 3.25 0.101 0 0.000 13.196 0.415 21.30   

5 Ｅ Ｆ 40 5.00 2.17 0.045 0 0.000 13.241 0.415 21.26   

6 Ｆ Ｇ 40 5.00 1.08 0.011 0 0.000 13.253 0.416 21.24   

7 Ｇ Ｈ 40 3.00 4.33 0.109 0.002 0.000 12.869 0.410 21.63   

8 Ｈ Ｉ 40 5.00 3.25 0.101 0 0.000 12.969 0.415 21.53   

9 Ｉ Ｊ 40 5.00 2.17 0.045 0 0.000 13.015 0.415 21.48   

10 Ｊ Ｋ 40 5.00 1.08 0.011 0 0.000 13.026 0.416 21.47   

11 Ｄ Ｌ 20 1.40 1.08 0.093 0 0.000 13.188 0.412 21.31 2.92 0.37 

12 Ｅ Ｍ 20 1.40 1.08 0.073 0 0.000 13.282 0.416 21.22 2.92 0.37 

13 Ｆ Ｎ 20 1.40 1.08 0.093 0 0.000 13.375 0.417 21.13 2.92 0.37 

14 Ｇ Ｏ 20 2.10 1.08 0.140 0.001 0.000 13.394 0.432 21.11 2.92 0.37 

15 Ｈ Ｐ 20 1.40 1.08 0.093 0 0.000 12.962 0.412 21.54 2.92 0.37 

16 Ｉ Ｑ 20 1.40 1.08 0.093 0 0.000 13.062 0.417 21.44 2.92 0.37 

17 Ｊ Ｒ 20 1.40 1.08 0.093 0 0.000 13.108 0.417 21.39 2.92 0.37 

18 Ｋ Ｓ 20 2.10 1.08 0.140 0.001 0.000 13.283 0.422 21.22 2.92 0.37 
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第７－６ 粉末消火設備の計算例 

 

１ 想定 

施設区分：屋内貯蔵所（ガソリン） 

消火剤種類        ：第３種粉末 

防護区画の体積    ：Ａ区画 1333（㎥） 

消火剤必要量      ：Ａ区画 480（㎏）=1333（㎥）×0.36（㎏／㎥） 

消火剤流量Ｑ      ：Ａ区画 16.0（㎏／Ｓ）=480（㎏）／30（Ｓ） 

貯蔵容器等の体積Ｖ：600（ℓ） 

消火剤総量Ｗ      ：560（㎏） 

消火剤の比重量γ０ ：1.80（㎏／ℓ） 

圧力調整器設定圧力ＰＢ：0.21（MPa） 

放出弁開放時の貯蔵容器等内圧力ＰＴＯ:0.175（MPa） 

貯蔵容器等内圧力が圧力調整器の設定圧力の 

２／３の圧力になるまでの加圧時間ｔＦ：15.0（sec） 

消火剤のみかけ比重量γＴ：0.85（㎏／ℓ） 

加圧ガス比熱比ｎ：1.4 

配管系統：圧力配管用炭素鋼鋼管Ｓch40（ＪＩＳ G3454） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵容器 

等Ａ Ｌｈ2.5ｍ 

（Ｂ区画） 

（Ａ区画） 

Ｅ 

25Ａ 

Ｂ Ｃ 

Ｄ 

噴射ヘッド 

65Ａ 40Ａ 

Ｆ 

Ｇ 

第７－６－１図 
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Ａ区画 

区間 

消火剤
流量 

Ｑ㎏/ｓ 

管の
呼び 

直管
長ｍ 

管継手等の等価管長 ｍ 等価管
長 

Lm 

立上り
部長さ
Lhm 放出弁 選択弁 

エルボ 

（ねじ） 

ティー
（ねじ） 

A－B 16.0 65Ａ － 1×10 － － － 10.0 － 

B－C 16.0 65Ａ 5.0 － 1×10.0 1×3.2 1×1.8 20.0 － 

C－D 16.0 65Ａ 45.0 － － 2×3.2 － 51.4 2.5 

D－E 8.0 40.Ａ 4.2 － － － 1×3.3 7.3 － 

E－F 4.0 25Ａ 2.0 － － － 1×2.0 4.0 － 

F－G 2.0 20Ａ 2.0 － － 1×0.8 1×1.5 4.3 － 

 

２ 計算要領 

 ⑴ 配管内体積Ｖｐ 

     65A  50.0（㎝）×3.14（ℓ／ｍ）＝170.5（ℓ） 

     40A     8.0    1.33     ＝10.6 

     25A   8.0    0.58     ＝4.6 

     20A    16.0    0.36      ＝5.8 

       Ｖｐ＝191.5（ℓ） 

⑵ 設計基準貯蔵容器等内圧力：Ｐ１ 

圧力損失計算の設計基準となる設計基準貯蔵容器等内圧力Ｐ１は、貯蔵容器等から 

消火剤の量の１／２の量が放射された時点（τ=0.5）の圧力とし、次の式による。 

Ｐ１＝ＰＴＯΠ１ 

ＰＴＯ：容器弁または放出弁開放時の貯蔵容器等内圧力（kgf／㎠） 

Π１：Ｐ１とＰとの比（係数（Ｒ、Ｇ、Ｔ、Ｋ）をそれぞれ次の式で求め①式に代入 

したときの解のうち、τ＝0.5に相当するΠの値） 

 

dП

dτ
＝

T(G2 − П2)0.5K − nR(1 + Rτ)𝑛−1П

(1 + Rτ)n
 

R＝
1

𝛾0
V

W
 －1

    T＝
t0

tF
{sin−1(2 3⁄ ) − sin−1(1 PB⁄ )} 

 

G =
PB

PTO
    、   K = (

𝛾0

𝛾T
− 1) Rn 

 

 

・・・・・・・・・・・・①式 

ｎ 
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 t0＝
W

Q
 

  П：ＰtとＰTOとの比 

Ｐt：ｔ秒後の貯蔵容器等内圧力 

 τ：ｔとｔ0との比 

 ｔ：容器弁または放出弁解放後の時間（Ｓ） 

 Ｒ：充填比に関する係数（0.3＜Ｒ＜1.3とする） 

 Ｇ：圧力調整器設定圧力に関する係数（加圧式は、1.1≦Ｇ≦1.3とする） 

 Ｔ：加圧速度に関する係数（加圧式は 0＜Ｔ≦5.0、蓄圧式はＴ＝0 とする） 

 Ｋ：ガス流量に関する係数（0.3＜Ｋ＜1.4とする） 

 ｎ：加圧ガス比熱比（ｎ＝1.4） 

ｔ0：総放出時間に関する係数（Ｓ） 

ｔＦ：貯蔵容器等内圧力が圧力調整器の設定圧力の２／３の圧力になるまでに要する加圧時

間（Ｓ）（加圧式の場合のみ） 

 Ｖ：貯蔵容器等の体積（ℓ） 

 Ｗ：消火剤総量（㎏） 

 Ｐ：圧力調整器設定圧力（㎏／㎠）（加圧式の場合のみ） 

 Ｑ：消火剤流量（㎏／Ｓ）（Ｑの値は別表の最低流量以上であること） 

 γ0：消火剤の比重量（㎏／ℓ） 

  消火剤の種別により次の表の値とする。 

消火剤の種別 
第１種

粉末 

第２種

粉末 

第３種

粉末 

第４種

粉末 

γ0（㎏／ℓ） 2.15 2.15 1.80 1.70 

 

 γＴ：消火剤の見かけ比重量（㎏／ℓ） 

   消火剤の種別により次の表の値とする。 

   消火剤

の種別 
第１種

粉末 

第２種

粉末 

第３種

粉末 

第４種

粉末 

γＴ（㎏／ℓ） 1.05 0.85 0.85 0.60 
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  設計基準貯蔵容器等内圧力（Ｐ1）の算出 

  R =
1

γ0
V

W
−1

 = 
1

1.80×
600

560
−1

= 1.08 

 

   G =
PB

PTO
=

21.0

17.5
= 12.0    t0

W

Q
=

560

16.0
= 35.0 

 

  T =
t0

tF
{sin−1(2 3⁄ ) − sin−1(1 PB⁄ )} 

     =
35.0

15.0
× (0.730 − 0.048)＝1.59 

 

  K = (
γ0

γT
− 1)  Rn＝ (

1.80

0.85
− 1)

1.4
× 1.081.4 = 1.30 

 

係数Ｒ、Ｇ、Ｔ、Ｋを式⑴に代入すると、τ＝0.5に相当するΠの値（Π１）は、 

0.593となる。 

従って、Ｐ１＝ＰＴＯΠ１ 

＝17.5×0.593＝10.4（kgf／㎠） 

⑶ 設計時貯蔵容器内圧力（Ｐ２）の算出 

Ｐ１＝ＰＴＯΠ１ 

ＰＴＯ：容器弁または放出弁開放時の貯蔵容器内圧力（kgf／㎠） 

Π１：Ｐ２とＰＴＯとの比（係数（Ｒ、Ｇ、Ｔ、Ｋ）を①式に代入したときの解のう 

ち、τ＝τ２に相当するΠの値） 

      τ2 = 0.5 +
γ̅VP

2W
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・②式 

   τ2：ｔ2とｔ0との比（0.5≦τ≦1.0） 

   ｔ2：容器弁または放出弁解放から配管摩擦損失の計算を行う時点までの時間（Ｓ） 

   ｔ0：総放出時間に関する係数（Ｓ） 

    Ｖｐ：配管体積（ℓ） 

   Ｗ：消火剤総量（㎏） 

    �̅�：配管内における流体の平均比重量（㎏／ℓ）で次式による 

     γ̅＝
ʃγ2dP

ʃγdP
  (積分範囲Ｐ2≦Ｐ≦ＰＮ) ・・・・・・・・・・・・・・・③式 

 

ＰＮ：設計時噴射ヘッド圧力（kgf／㎠）（ヘッドが複数の場合、最低値） 

γ：圧力Ｐの時の流体の比重量（㎏／ℓ） 

ｎ 
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Ｐ２とＰＮを仮定して、②式に代入してγを得て、③式に代入してτ２が得られる。

この値を①式に代入してΠ２とＰ２が得られる。 

このＰ２の値と仮定値が±0.2kgf／㎠の範囲になるようにする。 

Ｐ２＝9.7 ＰＮ＝4.0と仮定する。 

τ２＝0.62より、Π２＝0.552 Ｐ２＝9.7が得られる。 

従って、Ｐ２＝9.7 ＰＮ＝4.0とする。 

⑷ 配管摩擦損失の計算 

（二酸化炭素消火設備と同様に計算を行うと以下のようになる。） 

 

⑸ 噴射ヘッドの流率及び等価噴口面積 

  Ｇ点の圧力より流率ＱＡ＝1.116（㎏／ｓ・㎠） 

      等価噴口面積Ａ＝ＱＮ／ＱＡ＝2.0／1.116＝1.792（㎠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 間 流 量 等価管長 △Ｙｈ AdLQ2 Bd(Z2－Z1)Q2 Ｙ Ｚ 圧 力 

A－B 16.0 10.0 0 0.247 0.0027 0.834 0.038 9.4 

B－C 16.0 20.0 0 0.495 0.0069 1.336 0.066 8.8 

C－D 16.0 51.4 2.5 1.271 0.0247 2.790 0.166 6.9 

D－E 8.0 7.3 0 0.523 0.0202 3.333 0.216 6.1 

E－F 4.0 4.0 0 0.627 0.0436 4.004 0.298 5.1 

F－G 2.0 4.3 0 0.590 0.0385 4.632 0.469 4.0 
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第７－７ 消火設備の設置例、機器構造図等 

 

１ 屋内消火栓設備 

⑴ 設備系統の例 

 

⑵ 一般給水源と兼用する場合の有効水量の例 
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⑶ ノズル圧力と放水量との関係の例 

 

 

 

⑷ ポンプ特性曲線の例 
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⑸ 起動装置操作部の設置位置の例 

 

 

 

⑹ 呼水槽の設置例 
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２ スプリンクラー設備 

⑴ 設置例 

 

 

 

⑵ ヘッドの配置例 
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⑶ ヘッドの取付位置の例（屋内で天井等のない場合） 
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⑷ ヘッドの取付位置の例 
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⑸ 16ます散水試験 

これは、同型４個のヘッドを１辺３ｍの水平な正方形の各頂点に配置し、そのヘッ 

ドの下方2.3ｍの水平面に、16ますの上面が一致し、かつ、16ますの中心が、正方形の 

中心を通る鉛直線と一致するように16ますを設置する。 

この状態で４個のヘッドから同時に散水をした時、16個のますのうち、最も採水量 

の少なかったものの量が、１個のヘッドの放水量の0.7％以上であり、かつ、16個のま 

すの平均採水量が１％以上となる場合における、水圧及び散水量の範囲、更に放射範 

囲を、そのヘッドの特性としている。 

また、この条件に適合しないものは、特殊なものを除き、均等な散水量を示さない 

ものであるので適当でない。 
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３ 水噴霧消火設備 

⑴ 配管系統の例 

 

⑵ ヘッドの特性の例 
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４ 泡消火設備 

⑴ 配管系統の例 

 

⑵ 固定泡放出口の例 
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⑶ 泡ヘッド方式の例 
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５ 二酸化炭素消火設備 

⑴ 設置例及び作動順序 
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⑵ 容器弁 

 

○充てん 弁口Ｂからガスを送ると、ピストンバルブを押しつけ、通路Ａを通 

って容器の中に入る。 

○放出  手動又はガス圧によってカッターを前進させ電磁式の場合は、封板 

    が破られると、Ｅ室のガスが開放封板の孔を通って大気中に逃げ、ピ 

    ストンは、差圧作用でスプリングに打ち勝って後退し、弁が瞬時に全 

開して容器内のガスはＡからＢを通って放出される。 

⑶ 自動閉鎖装置（ピストンレリーザー） 
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６ 粉末消火設備 

⑴ 系統及び作動順序 
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⑵ 選択弁 

 

⑶ 加圧用ガス容器及び貯蔵タンク等 
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図のように防護区域ⒶⒷⒸがありⓐの薬剤容器でⒶⒷと隣接した警戒はできなく、Ⓐ 

とⒸと離れた防護区域を警戒し、なおかつ、ⒶとⒸでどちらか区画容量の最大の量でもっ 

て所要薬剤容量を決める。 

よって、ⒶⒸとⒷをⓐ及びⓑの薬剤容器でもって別々に警戒する必要がある。 
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第７－８ 新ガス系消火設備の基本的審査事項 

窒素消火設備を例に、設置に係る計算例を示す。 

 

１ 計算例 

⑴ 想定施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   防護区画名：発電機室（Ａ重油）〔地下１階〕 

   設 備 方 式：全域放出方式 

   床 面 積：73.6（㎡） 

   階 高： 3.6（ｍ） 

   配 管 系 統：圧力配管用炭素鋼鋼管 Sch80（JIS G3454） 

 

⑵ 設計消火剤量及び放出消火剤量 

設計消火剤量は、防護区画の体積に消火剤係数0.52を乗じた量とする。設計消火剤 

量と貯蔵ガス容器から、設置する貯蔵ガス容器を選定し放出消火剤量を算定する。 

⑶ 設計消火剤濃度 

放出消火剤濃度は、放出消火剤量及び防護区画の体積から、次式により計算する。 

C1 = {1－exp (−
W1

V
)} × 100 

Ｃ1：防護区画内の消火剤濃度（％） 

Ｗ1：放出消火剤量（㎥） 

Ｖ：防護区画体積（㎥） 

⑷ 安全濃度の確認 

誤放出事故における人に対する安全性を確保するために、空間体積の消火剤濃度は、 

52.3％を超えないものとする。 

空間体積の消火剤濃度は、放出消火剤量及び空間体積から、次式により計算する。 

 

 

発電機室 
50 

Ｉ 
窒素ボンベ置場 

Ｂ 

65 
25 

50 

50 

10 Ａ 

Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｆ Ｅ 

Ｇ 

Ｈ 50 

窒素ボンベ 



第７－８ 新ガス系消火設備の基本的審査事項

   

7－60 

C2 = {1－exp (−
Wi

Vi
)} × 100 

Ｃ2：防護区画内の消火剤濃度（％） 

Ｗi：放出消火剤量（㎥） 

Ｖi：防護区画の空間体積（㎥） 

 

 ⑸ 想定施設の計算値（表１） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 圧力損失計算 

① 消火剤放出時の圧力損失計算及び流率計算は、次により行う。 

なお、圧力損失計算及び流率計算に用いる圧力はすべて絶対圧力とする。 

ア 配管摩擦損失の計算 

     △ P = Ps {1 − √1 − 1.119 × 10−3λ
L

D
・

T

Ps
2 ・

Q2

A2
} 

       △Ｐ：区間の圧力損失 

     Ｐｓ：計算しようとする区間の出発点における圧力 

      λ：管摩擦係数 

      Ｌ：等価管長（ｍ） 

      Ｔ：温度（Ｋ） 

      Ｄ：管内径（㎝） 

      Ｑ：流量（㎥／min） 

      Ａ：管断面積（㎠） 

 

 

 

項  目  名 発 電 機 室 

防護区画の面積（㎡） 73.6 

防護区画の体積（㎥） 269.0 

設計消火剤量（㎥） 139.9 

放出消火剤量（㎥）／（貯蔵容器本数） 144.1／11 

放出消火剤濃度（％） 41.5 

上記の場合の酸素濃度（％） 10.8 

低減体積（㎥）※屋内タンクの容積率 27.0 

空間体積 242.0 

空間体積の消火剤濃度（％） 44.9 

上記の場合の酸素濃度（％） 11.6 
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   イ 噴射ヘッドの流率の計算 

     QA = 5.148√K (
2

k+1
)

k+1

k−1
・

PN

νN
 

     ＱA:流率（㎥／min・㎠） 

    k：気体の比熱比 

   ＰN:ノズル入口圧力 

   νN:ノズル入口比容積（㎥／㎏） 

ウ 噴射ヘッドの等価噴口面積の計算 

  Ａ＝ＱN／ＱA 

   Ａ：等価噴口面積（㎠） 

   ＱN:ノズル１個当たりの流量（㎥／min） 

      ＱA:流率（㎥／min・㎠） 

エ 配管途中の管継手の等価管長は、第７－４－４表及び第７－４－５表により換算

すること。また、弁等の等価管長は当該弁の評価証に示されたものを使用すること。 

オ 避圧口 

  A = 134 × (Ｑ／√P −△ P) 

Ａ：レリーフダンパーの必要開口部面積（㎠） 

Ｑ：消火剤流量（㎥／min） 

Ｐ：許容区画内圧力（kgf／㎡） 

 △Ｐ：圧力損失 

※防護区画は 10、000（kgf／㎡）（1、000Pa）以上の耐圧強度を有している。 

区 画 名 消火剤流量（㎥／min） Ａ（㎠） 

屋内タンク貯蔵所 139.9 1,621 
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窒素消火設備圧力損失計算表 

区間 

項目 
A～B B～C C～D D～E E～F F～G G～H H～I 

呼び径 10A 50A 65A 50A 50A 50A 50A 25A 

呼び厚さ  Ｓｃｈ 80 80 80 80 80 80 80 80 

直管長     〔ｍ〕 0.0 2.4 2.3 2.5 0.3 0.5 80.0 0.1 

管内体積  〔Ｌ〕 0.0 4.6 7.0 4.8 0.6 1.0 153.6 0.1 

管
継
手
の
個
数 

ティ （直） 0 0 3 1 0 0 0 0 

ティ （分） 0 1 0 0 0 1 0 1 

エルボ 90° 0 1 0 2 1 0 11 0 

エルボ 45° 0 0 0 0 0 0 0 0 

フランジ 0 0 1 1 1 0 29 0 

弁の個数 1     1   

弁の等価管長 〔ｍ〕 3.4     6.3   

全等価管長Ｌ 〔ｍ〕 3.4 8.8 8.0 8.7 3.0 11.0 118.7 1.9 

消火薬剤量Ｑ〔㎥/min〕 12.7 114.3 140.0 140.0 140.0 140.0 140.0 70.0 

区間の圧力損失 

〔㎥/min〕〔Mpa〕 

4.4 

0.44 

0.3 

0.03 

0.1 

0.01 

0.5 

0.05 

0.2 

0.02 

0.6 

0.06 

7.0 

0.7 

1.2 

0.12 

終端圧力 

〔㎥/min〕〔Mpa〕 

52.6 

5.26 

52.3 

5.23 

52.2 

5.22 

51.7 

5.17 

51.5 

5.15 

50.9 

5.09 

43.9 

4.39 

42.7 

4.27 

流率 ＱA 〔㎥/min・㎠〕 

等価噴口面積   〔㎠〕 

57.2 

1.2 
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第７－９ 耐震性貯水槽及び防火水槽（林野分）の規格 

 

第１ 耐火性貯水槽の規格（消防防災施設整備補助金交付要綱別表第３中、第１） 

１ 40㎥型、60㎥型及び100㎥型の規格は次によるものでなければならない。 

⑴ 形状等は、次のとおりであること。 

① 地下に埋設し、一層式で有蓋のものであること。 

② 容量は40㎥型にあっては40㎥以上、60㎥型にあっては60㎥以上、100㎥型にあっ

ては100㎥以上であること。 

③ 容量の算定は、連結立管を含む吸管投入孔及び集水ピット（消防水利の有効利

用を図るため、水槽の底部の一部に設けられる取水部分をいう。）の容量を除き

本体の容量を算定するものであること。 

④ 水槽底の深さは、地上から取水可能な程度とすること。 

⑵ 吸管投入孔は、次のとおりであること。 

① 頂版部に１又は２の吸管投入孔を設けるものとし、水槽本体の強度を損なわな

い位置とすること。 

② 原則として丸型とし、直径が60㎝以上であること。 

③ 吸管投入孔の開口部には、吸管投入孔蓋及び吸管投入孔蓋を受ける口環を設け

るものとし、これらの材質は、必要な強度及び耐食性を有するものであること。 

④ 吸管投入孔の地表部と水槽本体を結ぶ連結立管を設ける場合には、鉄筋コンク

リート製、鋼製、鋳鉄製又はこれらと同等以上のものとし、水平方向荷重によっ

て移動しないよう水槽本体に取り付けるものであること。 

なお、ＦＲＰ製の耐震性貯水槽を自動車荷重が見込まれる場所に設置する場合

にあっては、吸管投入孔地表部の自動車荷重が直接水槽本体に伝わらないように

連結立管を設けるものであること。 

⑶ 耐震性を有し、かつ、水密性の構造のものであること。この場合、地震時の自 

重及び固定負載重量に起因する慣性力、地震時土圧及び内水の地震時動水圧は、設

置場所の地盤等の条件に基づき耐震設計の計算を行い設計水平震度を求める場合

（二次製品防火水槽等のうち二次製品耐震性貯水槽（以下「二次製品耐震性貯水槽」

という。）を除く。）を除き、設計水平震度を0.288として計算すること。 

⑷ 上載荷重等は、次のとおりであること。 

交通荷重は、設置場所が道路で道路管理者との取り決めがない場合又は道路以外

で交通荷重が予想される場所に設置する場合には次の条件による。 

① 自動車荷重は、設置場所の状況によりＴ－20荷重（200kN）又はＴ－25荷重（250kN）

で、土中に45度分散させた等分布荷重とする。 

② 自動車荷重の衝撃係数は30％とする。 

③ 歩道部には群集荷重５kN／㎡を載荷する。 

④ 交通荷重を載荷しない場合には、原則として不測荷重として10kN／㎡を載荷す
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る。 

⑸ 主要構造材料及び部材厚等は、次のとおりであること 

① コンクリートの設計基準強度は、耐久性、水密性を考慮し、現場打ち耐震性貯

水槽にあっては24Ｎ／㎟以上、二次製品耐震性貯水槽にあっては30Ｎ／㎟以上と

する。 

② 鉄筋は、主鉄筋及び配力鉄筋は原則としてＪＩＳ Ｇ3112に適合するＳＤ295又

はＳＤ345を使用する。 

③ 頂版、側版、底版には断面算定上は鉄筋を必要としない部分も含めて断面の内

側及び外側に直交する各方向とも直径13mm以上の異形鉄筋を30cm以下の中心間隔

で配置する。 

④ 鋼材（鋼板）は、コンクリート被覆又は防錆処理が施されたものであること。 

⑤ ＦＲＰは、強化プラスチック用液状不飽和ポリエステル樹脂及びガラス繊維強

化材を使用したものであること。 

⑥ 主要構造部材の厚さは、現場打ち耐震性貯水槽にあっては30mm以上、二次製品

耐震性貯水槽のＲＣ部材にあっては20cm以上、ＰＣ部材にあっては15cm以上、鋼

鋳材にあっては、3.2mm以上、ＦＲＰ部材にあっては4.5mm以上とし、構造形式に

応じて適切に設定する。 

⑦ 栗石等により、必要な基礎固めをしてあること。 

⑹ 集水ピットは、次のとおりであること。 

① 十分な強度を有し、かつ、水密性が確保されるものであること。集水ピット（消

防水利の有効利用を図るため、水槽の底部の一部に設けられる取水部分をいう。）

を有していること。また、集水ピットは、次のとおりであること。 

② 吸管投入孔のおおむね直下に設けるものであること。 

③ 一辺の長さ又は直径が60cm以上で、かつ、深さが30cm以上であること。 

④ 水槽本体との接合部は、漏水のおそれのない構造であること。 

 

２ 1,500㎥型の規格は前１⑶、⑷、⑸及び⑹によるほか、次によるものでなければなら

ない。 

⑴ 形状等は、前１⑴①、③及び④によるほか、次によること。 

容量は1,500㎥以上であること。 

⑵ 吸管投入孔は、前１⑵②、③及び④によるほか、次によること。 

頂版部に４以上の吸管投入孔を設けるものとし、水槽本体の強度を損なわない位

置とすること。 

 

３ 地上設置40㎥型、地上設置60㎥型及び地上設置100㎥型の規格は１⑹によるほか、次

によるものでなければならない。 

⑴ 形状等は、次のとおりであること。 

① 地上に設置し、一層式で有蓋のものであること。 
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② 容量は地上設置 40 ㎥型にあっては 40 ㎥以上、地上設置 60 ㎥型にあっては 60

㎥以上、地上設置 100㎥型にあっては 100㎥以上であること。 

⑵ 耐震性を有し、かつ、水密性の構造のものであること。この場合、地震時の自重 

 に起因する慣性力、内水の地震時動水圧は、設置場所の地盤等の条件に基づき耐震 

設計の計算を行い設計水平震度を求める場合（二次製品耐震性貯水槽を除く。）を 

除き、設計水平震度を0.288として計算すること。 

⑶ 主要構造材料及び部材厚等は、１⑸①から④まで及び⑥によるほか、次によるこ

と。 

主要構造部材の厚さは、現場打ち耐震性貯水槽にあっては30cm以上、二次製品耐

震性貯水槽のＲＣ部材にあっては20cm以上、ＰＣ部材にあっては15cm以上、鋼鋳材

にあっては3.2mm以上とし、構造形式に応じて適切に設定する。 

⑷ 専用導水装置は２個以上設置するものとし、採水口及び導水管は耐食性を有す 

るものであることのほか次によること。 

① 採水口 

ア １個ごとの単独配管とすること。 

イ 呼び寸法75mmのメネジとし、ＪＩＳ Ｂ9912に適合するもの又はこれと同等以

上のものであること。 

ウ 結合金具は採水に支障のない位置に設けること。 

② 導水管の口径は毎分１㎥以上取水できるものであること。 

⑸ 吸管投入孔を設ける場合は、吸管投入孔は、１⑵①及び③によるほか、次による

こと。 

角型では60cm角以上、丸型では直径60cm以上とすること。 

⑹ 集水ピットを設ける場合は、集水ピットは、次のとおりであること。 

① 十分な強度を有し、かつ、水密性が確保されるものであること。 

② 吸管投入孔のおおむね直下に設けるものであること。 

③ 一辺の長さ又は直径が60cm以上で、かつ、深さが30cm以上であること。 

④ 水槽本体との接合部は、漏水のおそれのない構造であること。 

 

４ 飲料水兼用40㎥型、飲料水兼用60㎥型及び飲料水兼用100㎥型の規格は１⑶、⑷、 

⑹及び３⑶によるほか、次によるものでなければならない。 

⑴ 形状等は、１⑴①、③及び④によるほか、次によること。 

容量は飲料水兼用40㎥型にあっては40㎥以上、飲料水兼用60㎥型にあっては60㎥

以上、飲料水兼用100㎥型にあっては100㎥以上であること。 

⑵ 専用導水装置は２個以上設置するものとし、採水口及び導水管は耐食性を有する 

ものであることのほか次によること。 

① 採水口 

ア １個ごとの単独配管とすること。 

イ 呼び寸法 75mmのメネジとし、ＪＩＳ Ｂ9912 に適合するもの又はこれと同等
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以上のものであること。 

② 導水管の口径は毎分１㎥以上取水できるものであること。 

⑶ マンホールは、原則として円形とし、直径60cm以上のものを１箇所以上設けるこ

と。 

⑷ 流入管及び流出管には、必要に応じて緊急遮断装置を槽の直近に設けること。 

 

５ 飲料水兼用1、500㎥型の規格は１⑶、⑷、⑹及び前４⑷によるほか、次によるもの

でなければならない。 

⑴ 形状等は、１⑴①、③及び④によるほか、次によること。 

容量は1、500㎥以上であること。 

⑵ 主要構造材料及び部材厚等は、１⑸②及び③によるほか、次によること。 

① コンクリートの設計基準強度は、耐久性、水密性を考慮し、現場打ち耐震性貯

水槽にあっては24Ｎ／㎟以上とする。 

② 主要構造部材の厚さは、現場打ち耐震性貯水槽にあっては30cm以上とし構造形 

式に応じて適切に設定する。 

⑶ ４⑵中「２個」を「４個」に、同⑶中「１箇所」を「２箇所」に読み替えるもの

とする。 

 

６ 飲料水兼用地上設置40㎥型、飲料水兼用地上設置60㎥型及び飲料水兼用地上設置100

㎥型の規格は３⑵、⑶、⑷、⑸及び⑹並びに４⑷によるほか、次によるものでなけれ

ばならない。 

形状等は、１⑴③及び３⑴①によるほか、容量は飲料水兼用地上設置40㎥型にあっ

ては40㎥以上、飲料水兼用地上設置60㎥型にあっては60㎥以上、飲料水兼用地上設置

100㎥型にあっては100㎥以上であること。 

 

７ 原則として耐震性貯水槽の直近（５ｍ以内）にその所在が明確に確認できるよう標

識を設置しなければならない。ただし、当該耐震性貯水槽の設置位置、道路状況等に

より標識の設置が特に困難な場合はこの限りでない。 

 

第２ 防火水槽（林野分）の規格 

１ 有蓋の防火水槽の規格は次によるものでなければならない。 

⑴ 形状等は、次のとおりであること。 

① 地下式又は半地下式（地表面上の高さは50㎝以下であること。）のものであり、

かつ、漏水のおそれのない構造であること。 

② 一層式であること。 

③ 底設ピット（消防用水の有効利用を図るため、水槽の底部の一部に設けられる

取水部分をいう。）を有していること。 

④ 水槽底の深さは、底設ピットの部分を除き地表面から4.5ｍ以内であること。 



 第７－９ 耐震性貯水槽及び防火水槽（林野分）の規格 

7－67 

⑵ 底設ピットは、次のとおりであること。 

① 十分な強度を有し、かつ、水密性が確保されるものであること。 

② 吸管投入孔のおおむね直下に設けるものであること。 

③ 一辺の長さ又は直径が60㎝以上で、かつ、深さが50㎝以上であること。 

④ 水槽本体との接合部は、漏水のおそれのない構造であること。 

⑶ 吸管投入孔は、第１、１⑵①から③までによるほか、次によること。 

吸管投入孔の地表部と水槽本体を結ぶ連結立管を設ける場合には、鉄筋コンクリ

ート製、鋼製、鋳鉄製、ＦＲＰ製又はこれらと同等以上のものとし、水平方向加荷

重によって移動しないよう水槽本体に取り付けるものであること。 

⑷ 容量の算定は、底設ピット及び連結立管を含む吸管投入孔の容量を除き本体の容 

量を算定するものであること。 

⑸ 上載荷重、自重、土かぶり荷重、土圧、地下水圧、内水圧及び浮力に対する強度 

を有し耐久性があること。この場合の上載荷重は、10kN／㎡の荷重を考慮するもの 

であること。 

⑹ 主要構造材料及び部材厚等は、次のとおりであること。 

① コンクリートは、材料の均質性、水密性、耐久性を考慮して設計基準強度（４ 

週圧縮強度）は、現場打ち防火水槽にあっては24N／㎟以上、二次製品防火水槽に

あっては30N／㎟上のものであること。 

② 鉄筋は、主鉄筋及び配力鉄筋は原則として直径13㎜以上の異形鉄筋を1,600㎏以

上使用するものであること。 

③ 鋼材（鋼板）は、コンクリート被履又は防錆処理が施されたものであること。 

④ ＦＲＰは、強化プラスチック用液状不飽和ポリエステル樹脂及びガラス繊維強

化材を使用したものであること。 

⑤ 頂版、側版、底版及び底設ピットの躯体の厚さは、現場打ち防火水槽にあって

は20㎝以上、二次製品防火水槽のＲＣ部材にあっては20㎝以上、ＰＣ部材にあっ

ては15㎝以上、鋼製部材にあっては3.2㎜以上、ＦＲＰ部材にあっては4.5㎜以上

であること。 

⑥ 給・排水又は吸水のための配管等が原則として底版又は側版部に設けられてい

ないものであること。 

⑦ 栗石等により、必要な基礎固めをしてあること。 

 

２ 無蓋の防火水槽の規格は次によるものでなければならない。 

⑴ 鉄筋コンクリート造りの半地下式（地表面上の高さは、50㎝以下であること。） 

のものであり、漏水のおそれのない構造であること。 

⑵ 前１⑴②から④まで並びに⑵①、③及び④の規定は、無蓋の防火水槽について準 

用する。 

⑶ 容量の算定は底設ピットの容量を除き本体の容量を算定するものであること。 

⑷ 人命の危険防止等のために必要なさく等を施してあること。 
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⑸ 構造の主要部分の資材状態は次のとおりであること。 

① 栗石等により、必要な基礎固めをすること。 

② 鉄筋は、直径９㎜以上のものを700㎏以上使用するものであること。 

③ 躯体コンクリートの強度は、４週圧縮強度で18N／㎟以上とし、各面の厚さは、 

それぞれ20㎝以上であること。 

 

３ 無底の防火水槽の規格は、次によるものでなければならない。 

⑴ 鉄筋コンクリート造りの地下式有蓋のものであること。 

⑵ 吸管投入孔は原則として丸型とし、直径60㎝以上であること。 

⑶ 吸水落差は、毎分1.35㎥以上で30分以上の連続吸水を行った場合において4.5ｍ以 

下であること。 

⑷ 構造の主要部分の資材状態は次のとおりであること。 

① 底面部には厚さ30㎝以上の栗石等を敷きつめてあること。 

② 鉄筋は直径９㎜以上のものを800㎏以上使用するものであること。 

③ 躯体のコンクリートの強度は、４週圧縮強度で18N／㎟以上とし、各面（吸管投

入孔の部分を除く。）の厚さは、それぞれ20㎝以上であること。 

④ 吸管投入孔の蓋の部分については、必要な強度を有するものであること。 

 

４ 原則として防火水槽の直近（５ｍ以内）にその所在が明確に確認できるよう標識を

設置しなければならない。ただし、当該防火水槽の設置位置、道路状況等により標識

の設置が特に困難な場合はこの限りでない。

 


